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中
森
議
員
は
、
10
月
に
秋
葉
市
長
が
『
財
政

非
常
事
態
宣
言
』を
出
す
に
至
っ
た
財
政
破
た
ん

の
最
大
の
原
因
に
つ
い
て
、
「荒
木
―
平
岡
市
政
の

10
数
年
に
わ
た
り
、
不
要
不
急
の
大
型
事
業
が
バ

ブ
ル
が
は
じ
け
て
も
見
直
さ
れ
る
こ
と
な
く
続
け

ら
れ
て
き
た
結
果
だ
」と
指
摘
。今
後
の
財
政
立
て

直
し
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の
財
政
破
た
ん
の
原
因
と

責
任
に
つ
い
て
、「
責
任
の
あ
る
各
々
が
し
っ
か
り
と

自
覚
す
る
こ
と
が
ま
ず
必
要
」と
強
調
し
ま
し
た
。 

南
部
盛
一
財
政
局
長
は
、
「
景
気
の
低
迷
や
地

価
下
落
、
公
共
事
業
の
市
債
償
還
の
増
大
や
少

子
高
齢
化
に
よ
る
福
祉
・
医
療
分
野
の
経
費
増
な

中
森
議
員
は
、
５
億
円
以
上
の
工
事
の

平
均
落
札
率
が
依
然
と
し
て
95
％
以
上
に

あ
る
実
態
を
示
し
、
長
野
県
が
落
札
率
85

％
程
度
に
抑
え
る
こ
と
に
成
功
し
た
『
受
注

希
望
型
一
般
競
争
入
札
』
を
、
広
島
市
で
も

工
事
、
業
務
委
託
に
導
入
す
る
よ
う
提
案

し
ま
し
た
。 

南
部
財
政
局
長
は
、
設
計
金
額
３
億
円

以
上
の
工
事
に
つ
い
て
は
今
年
６
月
か
ら
試

行
的
に
入
札
後
資
格
確
認
型
一
般
競
争
入

札
を
、
設
計
金
額
３
億
円
未
満
の
工
事
に
つ

い
て
も
公
募
型
指
名
競
争
入
札
と
希
望
型

指
名
競
争
入
札
を
採
用
し
て
お
り
、
「条
件

を
満
た
す
希
望
者
す
べ
て
が
入
札
に
参
加
で

き
る
」環
境
を
整
え
て
い
る
と
答
弁
。 

ま
た
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
な
ど
業
務

委
託
に
つ
い
て
は
、
制
度
改
善
の
必
要
性
は

認
識
し
て
お
り
、現
在
、調
査
研
究
し
て
い
る

と
述
べ
、可
能
な
も
の
か
ら
実
施
し
て
い
く
と

答
え
ま
し
た
。 

「中枢性・拠点性の強化」を唱え 

不要不急の巨大事業を推進した 

財界・行政・議会の責任は 
極めて重い 

財政破たん 

の原因 

財政問題 

中
森
辰
一
議
員
の
一
般
質
問
① 

12
月
15
日 

ど
、
収
入
減
の
一
方
で
義
務
的
経
費
が
増
え
て
い

る
こ
と
が
財
政
悪
化
を
招
い
て
い
る
」と
述
べ
、こ
れ

ま
で
行
っ
た
事
業
は
、
そ
の
時
々
で
最
善
と
判
断

さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
「責
任
に
つ
い
て
は
答
え
ら

れ
な
い
が
、
現
在
の
財
政
運
営
に
携
わ
る
者
と
し

て
大
変
残
念
に
思
う
」と
答
弁
し
ま
し
た
。 

中
森
議
員
は
再
質
問
で
、
財
政
再
建
に
取
り

組
む
前
に
、
ま
ず
財
政
破
た
ん
の
責
任
を
明
ら
か

に
す
べ
き
と
追
及
し
ま
し
た
が
、
南
部
財
政
局
長

は
、
「現
在
の
財
政
運
営
に
携
わ
る
者
と
し
て
、
将

来
世
代
に
健
全
な
財
政
を
引
き
継
ぐ
こ
と
が

我
々
の
責
任
」と
述
べ
る
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。 

財
政
局
長「
財
政
破
た
ん
の
責
任
に
つ
い
て
は
答
え
ら
れ
な
い
」 

中
森
議
員
は
、
市
が
11
月
に
発
表
し
た
次
期

財
政
健
全
化
計
画
（
素
案
）が
、扶
助
費
の
伸
び
を

半
分
以
下
に
抑
え
る
こ
と
を
盛
り
込
ん
で
い
る
こ

と
に
つ
い
て
、「
政
府
の
構
造
改
革
の
下
、リ
ス
ト
ラ
・

不
良
債
権
処
理
で
大
量
の
失
業
者
が
出
て
い
る
。

そ
う
し
た
人
た
ち
の
た
め
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ

ト
が
生
活
保
護
や
就
学
援
助
な
ど
で
あ
り
、
い
わ

ば
政
府
の
悪
政
の
し
わ
寄
せ
で
扶
助
費
は
増
え
て

い
る
」と
指
摘
。
さ
ら
に
広
島
市
の
扶
助
費
が
、
他

の
政
令
市
平
均
と
比
べ
、
一
般
財
源
で
市
民
１
人

あ
た
り
約
６
千
円
（
人
口
１
１
３
万
を
か
け
る
と

約
70
億
円
）低
い
実
態
に
あ
る
こ
と
を
あ
げ
、「
国

か
ら
の
支
出
が
95
％
を
占
め
る
被
爆
者
対
策
費

や
、
都
市
間
で
生
活
保
護
の
状
況
が
違
う
こ
と
な

ど
を
理
由
に
し
て
、
こ
の
格
差
を
放
置
し
て
は
な

ら
な
い
」と
市
の
見
解
を
た
だ
し
ま
し
た
。 

南
部
財
政
局
長
は
、
市
税
収
入
の
減
少
で
一

般
会
計
が
６
年
連
続
し
て
縮
小
す
る
中
、
03
年

度
当
初
予
算
で
民
生
費
は
対
前
年
度
比
３
・５
％

（
約
36
億
円
）
増
や
す
な
ど
、
で
き
る
限
り
の
充

実
を
図
っ
て
き
た
と
答
弁
。
扶
助
費
に
つ
い
て
は
現

行
制
度
を
維
持
し
た
ま
ま
で
は
対
象
者
数
の
増

加
に
よ
り
財
政
負
担
が
増
え
る
た
め
、
既
存
制
度

を
再
構
築
し
て
い
く
考
え
を
示
し
ま
し
た
。 

扶
助
費
は
生
活
弱
者
の
人
た
ち
を
守
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト 

入札制度を見直して工事費の節約を 
―長野県は受注希望型一般競争入札の導入で成功 

全国の自治体と連携して 

地方財源の削減を許さない取り組みを 
 

中森議員は、国が「地方分権」のもと、充分な税源移譲を

行わないまま、国庫補助負担金を削減しようとしていること

に対し、全国の自治体と連携して地方財源の削減を許さ

ない取り組みを行うよう強く求めました。 

南部財政局長は、地方が継続実施すべき事業の財源

は、消費税・所得税・法人税などの基幹税を基本に国から

地方へ税源移譲することが不可欠と述べ、国と地方の役

割分担や税源移譲の議論抜きに、国庫補助負担金を削

減することは「到底容認できない」と答弁。国の動向をみて

全国市長会や指定都市共同での要望活動を行っていく

考えを示しました。 



中森議員は、修繕費がないために

空家になっている市営住宅約900戸に

ついて、「十分な修繕費を確保し、計画

的に空家を減らしていくべきだ」と提案しました。 

秋葉市長は、住宅政策の重要な視点として、「バリ

アフリー化、省エネルギー化、長寿命化など、良質な

住宅のストック形成と保全を図り、長期的な視点で都

市全体の資産価値を高めていくことが必要」と述べ、

高齢者が安心して住めるよう、住宅、福祉、環境、社会

教育などの幅広い分野から総合的な対策を講じていく

必要があるとの考えを示しました。 

高東博視都市計画局長は、「今年度の空家募集戸

数は11月末現在で382戸（昨年度199戸の約２倍）。

厳しい財政状況だが、空家修繕を積極的に行い、で

きる限り募集戸数の増加に努めたい」と答えました。 

秋葉市長が述べた「住宅政策の基本的な考え方」 
 

第４次広島市基本計画 

①市営住宅の整備及び維持改善 

②良質な住宅の供給と安全で快適な住環境の確保 

③地域特性を生かした魅力ある住生活の実現 

④環境にやさしい住まいづくり 

⑤高齢者等が住みやすいまちづくり 

を基本方針とした住まいづくりの推進を図っている。 

住宅は、住むだけの機能ではなく、子どもを育て、家庭が

憩い、老後を過ごすなど幸せを育み、明日への活力を養う

重要な生活の場であると同時に、街並みや都市環境を形

成する主要な社会基盤の一つと考える。 

中
森
議
員
は
、
「ど
の
子
に
も
わ
か
る
喜
び

を
経
験
さ
せ
た
い
」と
い
う
教
師
の
願
い
を
実
現
し
、
行

き
届
い
た
教
育
を
進
め
る
た
め
に
も
、
30
人
以
下
の
少

人
数
学
級
の
実
現
を
急
ぐ
べ
き
と
強
く
求
め
ま
し
た
。 

秋
葉
市
長
は
、
現
在
、
国
で
小
・中
学
校
の
教
職
員

給
与
の
負
担
と
と
も
に
、
学
級
編
制
の
基
準
や
教
職
員

定
数
の
設
定
権
限
を
都
道
府
県
か
ら
政
令
指
定
都
市

に
移
譲
す
る
方
向
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
「国
の
動
向
を

見
極
め
な
が
ら
、
市
独
自
の
少
人
数
教
育
の
現
実
的
・

段
階
的
プ
ラ
ン
の
策
定
に
向
け
て
取
り
組
み
を
進
め
、

そ
の
一
層
の
充
実
・
強
化
を
図
っ
て
い
き
た
い
」と
答
え
ま

し
た
。 

ま
た
、
中
森
議
員
は
、
県
内
の
45
歳
か
ら
54
歳
の
働

き
盛
り
の
教
員
の
定
年
前
退
職
者
が
10
年
前
と
比
べ
て

教育問題での１問１答（教育長答弁） 
 

Ｑ.02年度の市立学校教員の休職者は？ 

全教員5342人のうち休職者は79人、退職者

数は定年退職者が59人、定年前が62人。 
 

Ｑ.提出書類を最小限に削る努力は？ 

県教委と提出期限について調整し、作成要

領の具体化、記入例の添付、ファックスの活

用による送付時間の短縮等、学校での調査

文書作成の時間削減に努めてきた。今年度

は、年度当初に調査・報告等を含めた各事

業の年間進行計画表を作成し、各学校に配

布した。 
 

Ｑ.教員の時間外勤務の実態調査は？ 

教員の自発性、創造性に基づく勤務に期待

する面が大きく、時間外勤務手当制度はなじ

まないので、勤務時間の内外を包括的に評

価し、給与月額4％に相当する額の教職調整

額が支給されている。今後、調査の意義や方

法、内容等を検討したい。 
 

Ｑ.教職員の健康の実態調査は？ 

各学校から定期健康診断の受診結果と合わ

せて、総合判定に基づいた保健指導や勤務

配慮等の事後措置の状況を教育委員会へ報

告させている。今後とも、病気の早期発見・早

期治療に努め、各学校と教職員保健管理担

当医が連携を密にして適切な対応を行うなど

教職員の健康管理を徹底したい。 

 

中
森
議
員
は
イ
ラ
ク
戦

争
に
つ
い
て
、
①
そ
の
犯
罪

性
を
告
発
し
、
米
英
軍
の

即
時
撤
退
を
求
め
る
こ

と
、
②
自
衛
隊
の
イ
ラ
ク
派
兵
に
反
対
の

立
場
を
表
明
す
る
こ
と
、
③
有
事
法
制
の

廃
止
を
政
府
に
要
望
す
る
こ
と
を
求
め
ま

し
た
。
こ
れ
に
対
し
増
田
学
市
民
局
長
は

次
の
よ
う
に
答
弁
し
ま
し
た
。
（
秋
葉
市

長
は
他
議
員
の
質
問
に
対
し
て
同
様
の
答

弁
を
し
ま
し
た
） 

 

①
イ
ラ
ク
攻
撃
は
、
国
連
査
察
の
継

続
・
強
化
に
よ
る
問
題
解
決
の
可
能
性
を

米
英
が
無
視
し
、
武
力
行
使
に
及
ん
だ
も

の
で
あ
り
ヒ
ロ
シ
マ
と
し
て
容
認
で
き
な
い
。

イ
ラ
ク
復
興
は
、
国
連
中
心
の
国
際
的
枠

組
み
の
中
で
、
食
料
や
医
療
支
援
な
ど
、

イ
ラ
ク
国
民
の
生
活
が
安
定
し
、
安
寧
な

秋葉市長 

「高齢者が安心して住めるよう取り組む」 

秋
葉
市
長 

 

「
市
独
自
の
現
実
的
・
段
階
的
プ
ラ
ン
の
策
定
に
向
け
取
り
組
む
」 

30人 
学級 

２
・５
倍
に
増
加
し
、
退
職
理
由
に
精
神
的
な
負
担
を

挙
げ
る
人
が
２
倍
以
上
、
「
管
理
職
、
子
ど
も
や
保
護
者

と
の
人
間
関
係
」が
３
倍
（
広
島
教
育
研
究
所
調
べ
）
に

な
っ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
。
教
員
の
悩
み
を
把
握
し
、
子

ど
も
と
向
き
合
え
る
時
間
を
保
障
す
る
た
め
、
提
出
書

類
を
最
小
限
に
す
る
な
ど
実
態
改
善
に
取
り
組
む
よ

う
求
め
ま
し
た
。 

黒
川
浩
明
教
育
長
は
、
教
員
の
悩
み
を
把
握
す
る
こ

と
に
つ
い
て
、
校
長
に
よ
る
定
期
的
な
個
人
面
談
や
、
相

談
員
・
専
門
医
を
配
置
し
た
「こ
こ
ろ
の
健
康
相
談
室
」

の
設
置
（
市
教
委
）
、
学
校
お
よ
び
市
教
委
事
務
局
に
衛

生
委
員
会
を
設
置
（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
応
や
健
康
障
害

防
止
な
ど
を
調
査
審
議
）
し
て
お
り
、
今
後
も
教
員
の

心
身
の
健
康
の
保
持
増
進
に
努
め
た
い
と
述
べ
ま
し
た
。 

市営 
住宅 

イラク戦争 
自衛隊派兵 

生
活
を
取
り
戻
せ
る
よ
う
最
大
限
の
努

力
を
行
う
べ
き
で
あ
り
、
国
連
を
は
じ
め

ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
、
日
本
政
府
に
強
く

要
請
し
て
い
る
。 

②
自
衛
隊
派
遣
に
つ
い
て
は
、
テ
ロ
が

頻
発
し
、
日
本
人
外
交
官
も
犠
牲
に
な
る

な
ど
戦
闘
状
態
が
続
い
て
お
り
、
自
衛
隊

を
派
遣
で
き
る
状
態
で
は
な
く
、
国
民
の

コ
ン
セ
ン
サ
ス
も
得
ら
れ
て
い
る
と
は
い
え

ず
、
派
遣
時
期
を
含
め
、
派
遣
の
あ
り
方

に
つ
い
て
国
民
的
議
論
を
尽
く
す
こ
と
が

必
要
。 

③
市
と
し
て
、
直
接
住
民
を
守
る
立

場
か
ら
問
題
点
を
検
証
し
、
住
民
の
基
本

的
人
権
の
保
護
と
地
方
自
治
体
な
ど

様
々
な
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
通
じ
て
国
に
働
き

か
け
て
い
き
た
い
。
国
に
対
し
て
は
、
有
事

を
起
こ
さ
せ
な
い
た
め
の
最
大
限
の
外
交

努
力
を
強
く
求
め
た
い
。 

市 

「
自
衛
隊
を
派
遣
で
き
る
状
態
で
は
な
い
」 


